
ニッチ住宅ローン市場への対応と効果 

～店舗等併用住宅ローンと女性専用住宅ローンを中心に～ 

渡部 喜智  

店舗等併用住宅ローンの融資対応力 

一つの建物に、建築主の自己居住スペ

ースと店舗・事務所・作業場等の事業用

スペースが併設されるものがある。その

ような建物は建築統計上、「居住産業併用

建築物」と称されるが、以下では「店舗

等併用住宅」という通称を用いる。 

店舗等併用住宅の場合、単純に「住宅」

には区分されない。自己居住用スペース

が延べ床面積の 20％以上あれば、その居

住スペース面積は「住宅」着工統計に計

上される。一方、残りの事業用スペース

は「産業用建築物」に区分される。例え

ば、開業医が 250 ㎡の建物を新築し、自

己居住用と医院に 6：4の比率で利用する

とすれば150ｍ2は住宅に、残りの100ｍ2は

医療業用に区分される。 

図表１は店舗等併用住宅の着工推移で

あるが、景気低迷を映じ同様に低迷して

いることが見て取れる。03～05 年の店舗

等併用住宅の着工面積は 6.5～7 百万ｍ2

程度であったのが、リーマン・ショック

後の09年以降は4百万ｍ2を割り込んでい

る。また、その建築予定額も 03～05 年に

は 1兆 2千億円前後であったが、近年は 7

千億円台前半へ減少しており、同ローン

市場も縮小していると推定される。 

また、店舗等併用住宅の建築予定金額

は専用住宅のそれの 6％相当であり、専用

住宅ローン市場に対し規模的に極めて小

さく、ニッチ的性格を帯びることになる。 

それでは店舗等併用ローンが専用住宅

ローンと違う融資対応力を求められる要

因とは何か。いくつかあげてみよう。 

店舗等併用住宅ローンの償還財源は、

基本的に借入者の事業利益に依存する。

従って、各事業にわたる融資の審査ノウ

ハウの蓄積と適用が必要となる。個別案

件について、定量的な情報に基づく信用

スコアを定性的に修正・拡充する対応等

も求められる。以上のような審査プロセ

スにおいては、当然手間がかかってくる。 

融資対象不動産に抵当権が設定され担

保となるのは同様だが、返済が止まり担

保物件の処分となった場合に、事業用ス

ペースがある故に、専用住宅と比べ売却

がより難しくなる。すなわち、買い手の

範囲が制約され、売却価格が物的な評価

価値を下回るリスクが大きくなるわけだ。 

また、自己資本比率規制の信用リスク

ウエイトにおいて、専用住宅ローンのリ

スクウエイトが 35%であるのに対し、店舗

等併用住宅ローンはすべて事業・個人向

け融資のリスクウエイト 75％が適用され

る。これにより自己資本に掛かるコスト

の差が生じ、より多くの自己資本を必要

とする。 
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資料 国交省「建築着工統計」より作成

図表1 店舗等併用住宅の着工等の動向

居住用床面積

事業用床面積

建築予定額
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単身女性やシングルマザーの住宅借

入 

単身女性や「シングルマザー」と言わ

れる子供を持つ独身女性から、住宅借入

のアプローチをした場合の難しさ等を指

摘する声は依然少なくない。 

図表 2 は、主要な住宅取得世代である

30～40 歳代の単身女性とシングルマザー

の借家居住世帯数と、同年齢層の持家（自

己住宅保有）比率である。30 歳～40 歳代

では両者合計で累計 200 万世帯近い借家

居住世帯があり、年齢層が上がるととも

に持家取得が進むことが読み取れる。 

ただし違いもある。単身女性の持家比

率は各年齢層にわたり、単身男性より 2

～3％程度高い。生活設計上、持家取得意

欲が高いことが分かる。一方、シングル

マザーの持家比率はシングルファーザー

に比べ、各年齢層にわたり 10～20％程度

低い。これは所得条件等が相対的に劣後

していることもあろうが、融資へのアク

セス確保が必ずしも十分ではないことも

背景として推定される。潜在的なローン

ニーズとともに課題も想定されるよう。 

それでは男女の属性に関し、融資審査

上の信用スコアリングに調整を行うべき

違いはあるだろうか。例えば、信用スコ

アリングで最も重要な要素である償還財

源としての所得の差はどうか。 

統計上、男女間の給与額に差は存在す

るが、その差は縮小している。厚生労働

省「賃金構造基本調査」によれば、全年

齢階層平均の男女の給与差は 00 年に

37.6％だったが、11年には32.4％へ縮小、

その縮小は全年齢階層を通じ見られる。

役職の寄与部分を除くと、男女間の差は

無くなっており、一部統計では若年層の

男女逆転も見られる。09 年の総務省「全

国消費実態調査」では、30 歳未満の単身

世帯女性の単月可処分所得（21 万 8,156

円）は同年齢の単身男性（21 万 5,515 円）

を上回った。雇用や賃金への調整圧力は

男女を問わず厳しさを増しており、所得

の水準やその将来（持続）性について、

女性が男性に劣位するという見方も当て

はまらなくなっていると考えるべきだ。 

以上のように信用スコアリング上、男

女という属性に意味が乏しいことを踏ま

えれば、適切なリスク分析を強化するこ

とと併せ、単身女性やシングルマザー等

の住宅借入アクセスを改善していくこと

は、貸出機会の創出につながる。そのよ

うな借入アクセスの改善対応の一つが

「働く女性専用ローン」というような専

用商品の販売だ。 

ニッチ住宅ローン対象ごとにローン商

品を区分・設計し販売することにより、

潜在的借入ニーズへの情報発信が高まり

借入相談等のアプローチが誘因される。

一方、金融機関内部ではニッチ住宅ロー

ン市場への対応を行っていく方針を明

確化するメッセージ効果やローン相談

対応の質向上、審査の効率化も期待され

る（注）。住宅ローン市場のすき間を埋め

て行くニッチ・ローン戦略の相乗効果を

見据えた課題解決型の取組みが重要だ。 

（注）先進行としてスルガ銀行があげられる。 
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資料 総務省「2010年国勢調査」より作成

図表２ 借家居住の女性単身・女親と子供の世帯数
女親と子供の世帯(左軸） 女性単身(左軸）

女性単身世帯の持家率 女親と子供の世帯の持家率

(注）女性世帯主の借家居住世帯（間借り含む）＝住宅に住む一般世帯－持家世帯

≪ 借家居住の女性世帯主の年齢階層 ≫

金融市場2012年12月号 37 
 

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます

農林中金総合研究所

http://www.nochuri.co.jp/




